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まず、2016年度通期実績の概要です。

売上収益は、円ベースではマイナス6.0％、▲409億円の減収となる、
6,412億円となりました。
ただし、円⾼による影響が約マイナス670億円ありましたので、
実質では+3.8％、＋261億円の増収でした。

事業セグメント利益は、+10.6％、 +58億円の増益となる、
608億円となりました。

当期利益は、＋14.6％、+60億円の増益となる、472億円となりました。

当期利益ですが、税効果会計等の影響により、42億円程度の利益の押し上げ
要因がありましたので、実質的には、20億円弱の増益となります。
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16年度通期の事業セグメント利益の増減要因です。

前年同期に⽐べ、58億円の増益となっております。

売上増減の＋54億円は、
プラス要因としては、P&S事業における数量の増加と、採算性の⾼い製品へのシフトなどが
ありました。
マイナス要因としては、P&H事業、マシナリー事業、N&C事業の減収などがありました。

コストダウンの＋54億円は、⼤半がP&S事業におけるコストダウン活動の効果です。

為替影響の△132億円は、⼤半がユーロが約13円円⾼になったことによる影響です。

販管費増減の＋50億円は、多くが収益⼒強化事業である、P&S事業とN&C事業における
ものです。

研究開発費の＋21億円も、P&S事業とN&C事業における削減による効果が中⼼です。

ドミノの＋21億円、はドミノ事業に関する増減です。
昨年あったドミノの株式取得費⽤がなくなった影響（約17億円）も含まれます。
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キャッシュフローおよびネットキャッシュの状況です。

16年度は、利益が想定を上回ったことに加え、在庫の削減や設備投資の抑制などの
効果により、ネットキャッシュの⽔準を⼤幅に改善することができました。
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今上期の主なトピックスをまとめております。

主⼒のモノクロレーザー機も、グローバルで⾼速・⾼耐久モデルのモデルチェンジがほぼ完了いたしま
した。特に筐体が⽩⾊の製品は、従来機に⽐べ耐久性が２倍となり、SMB向けの拡販の中⼼と
なる製品だと期待しております。

マシナリー事業では、刈⾕⼯場の新棟が稼働を開始しております。
部品の内製化⽐率の向上、外部倉庫の削減、定置での⽣産スペースの拡⼤など、今後の事業
拡⼤のために必要なインフラとしての役割を担っていくことになります。

ドミノでは、主⼒製品のコーディング・マーキング機器の新製品を投⼊しております。
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プリンティング・アンド・ソリューションズ事業の状況です。
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パーソナル＆ホーム事業の状況です。
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マシナリー事業の状況です。
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ネットワーク＆コンテンツ事業の状況です。
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ドミノ事業の状況です。

⽐較のため、15年度Q2からQ4と、16年度Q2からQ4での記載としております。
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2017年度通期業績予想の概要です。

売上収益は、円ベースでは＋2.2％、＋138億円の増収となる、
6,550億円となる⾒通しです。
円⾼による影響は約△130億円を織り込んでいるため、
実質では+4.2％、＋267億円の増収を⾒込んでおります。

事業セグメント利益は、△1.2％、 △8億円の減益となる、
600億円を⾒込んでおります。

当期利益は、△9.0％、△42億円の減益となる、430億円を⾒込んでおります。

当期利益ですが、16年度に税効果会計等の影響により、42億円程度の利益の押し上げ
要因がありましたので、実質的には、ほぼフラットとなります。
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17年度通期の事業セグメント利益の増減要因です。

P&S事業は、新製品投⼊に伴う費⽤の増加を⾒込んでおります。

P&H事業、マシナリー事業、N&C事業、ドミノ事業はそれぞれ増益を⾒込んでおります。

為替のマイナス影響は、全社で△28億円を⾒込んでおります。
為替が16年度と同じ⽔準であれば、実質増益という⽔準となります。
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16年度の実績を踏まえ、中期戦略「CS B2018」の業績⽬標を変更いたしました。

実勢に合わせ、為替前提を円⾼に変更したことで、売上収益はオリジナルの⽬標から
650億円の引き下げとなりますが、主にP&S事業の収益性向上の効果により、営業利益は
オリジナルの⽬標を上回る数値へと変更しております。

なお、為替前提を変更しなかった場合は、売上収益は7,500億円で変更なし、
営業利益は750億円へと＋150億円の上⽅修正となります。
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各事業における取り組み
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各事業における取り組み
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16年度期末配当は、6円の増配となる１株当たり24円へと増額修正を⾏います。
これにより、年間配当は42円となります。

17年度も、連結配当性向30％を⽬安とし、16年度から６円の増配となる１株当たり
48円の配当を実施します。
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<通信・プリンティング機器の本体・消耗品別の対前年売上伸び率（為替を除く）の内訳>

16Q4 16通期 17通期

本体 +12% ＋6％ 0%

消耗品 +1％ 0% 0%

<通信・プリンティング機器の印字カテゴリー別の対前年売上伸び率（為替を除く）の内訳>

16Q4 16通期 17通期

インクジェット 約+５％ 約+３％ 約▲４％

レーザー 約+６％ 約+３％ 約+１％

<通信・プリンティング機器の売上収益に占める消耗品⽐率>

16Q4 16通期 17通期

消耗品⽐率 60% 59％ 59％
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